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農家の負債償還力モデ、ルと計測

飯島源次郎
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I まえがき

日本農政の基調が基本法農政の展開を契機として大きく転換したことは，論

者のよく指摘するところであるO すなわち，かつて総花的補助金農政から選別

的金融農政への基調変化にともなって，農業近代化のための追加的投資を余儀

なくさせられている農家の負債圧はますます増大しており，いまや旧債の整理

なくして新投資の可能性を喪失しつつあることは，拙稿「農業近代化投資と農

家の負債償還力 I(北大農経論叢第27集所収〉で指摘したところであるO

そもそも，かかる負債の重圧をまねいている要因は，内生的には日本農業の

小農i'1(j体質，すなわち農業生産力の低位性に根ざすものといえるが，外生的に

は現行農業金融制度のあり方にもその一因が求められるのであるO

したがって小論では，最近とみに複雑多様化した農業金融制度のもとで，累

積しつつある農家の負債を軽減し，もって将来の農業発展に対する追加的投資

を可能ならしめる金融的方途を見出すための基礎的研究のーっとして，農-家の

負債償還カモデ‘ルの設定とその計測を試みようとするものである。

しかし，この種の研究に関する参考文献は乏しく，その意味でこの小論も新

しい研究領域における一試論的な域を出るものではなL、。ただ金融問題に対す
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農家の負債償還力モデノレと昔1・d!tl

る接近の方法としては，資金の需要サイドにたった分析という点に新しい研'先

視点がおかれている。たとえば最近における農業金融の効率化問題にしても，

とかく資金の供給サイドからの観点が重視されがちであるばかりでなく，これ

までの金融県論の発達史的な見也、らも市要サイドからの分析が比較的等|羽に

付されてきた感があるO したがって，ここでの負債償還力の問題も援信者であ

る金融機関の立場からではなくて，受信者である農家の資金市要サイドから考

えようとする意図が含まれているO

つぎに設定されたモデルの具体的適用にあたっては，すでに多額の累積負債

をかかえながらも農業経営の維持ないし発展のために強い資金需要をもっ北海

道の農家を対象とし，かつ農業経営地帯別の絡差を明らかにするために水田経

営，畑作経営，主畜酪農経営の三つの基本類型別に実態調査資料ならびに農家

経済調査を補足資料として分析を試みたものである。

E 負債償還力概念と問題の眼定

モデルの設定にあたって先ず農家の負憤償還力とはなにかが間われなければ

ならないが，すでに予備的考察において指摘したごとく，かなり複雑な概念で

あって一義的にこれを規定することはまことに困難であるといわなければなら

ない。狭義では，いわゆる信用の 3R基準ら一つで‘ある RepaymentCapaCI ty 

(償還力)そのものを意味するが，現実の企業的農業経営の維持という観点か

らすれば，償還カの基本的決定要素は収益力に求められることになる。しかし

実際にはいろいろな要素が結合されて償還力が形成されていることも事実であ

る。たとえば，ある一定時点において，何らかの事由によって経営の維持が要

求されなくなった場合，経営がその時点で有する償還力を規定づける要因は収

益力のみならず，収益資産および，非収益資産の保有量も償還力形成の有力な

財源、とみなされるであろうしそのことを通して短期的な受信プJは，資産保有

量:を考慮されることによって増加され得る。

1) 国村茂著「企業金融の経済学Jpp.l-VI昭和初年9月
東洋経済新報社「経済学ガイドブック」現代の金融理論 pp.309~321
東洋経済新報社「体系金融大辞典」昭和45年4月 などを参照のこと

2) 飯島源次郎稿「農業近代化投資と農家の負債償還カJ (r北大農経論叢」第27
集所収)pp.52~53 

3) Aaron G. Nelson and William G. Murray，“ AgricuJtural Finance"， 
!owa State University Press ]owa， U. S. A. 1969. pp. 98寸01参照。
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しかし，それがいかなる要因によって規定されようとも償還力とは，経営が

その維持発展のために内部および外部より調達した資金の返済可能力(広義の

償還力)念特に外部資金返済可能力〔狭義の償還力〉として規定づけることが

できる O したがってこのような農家の負債償還プjの概念をめく'っていろいろ

な問題が提起されてくる反田，計測にあたってのいくつかの間題点を指摘した

が，そのなかで償還力の裏付けとなる収益力をどういう指標でっかむのがもっ

とも合四的であるかが大きな問題である。

ここでは白立専業経営を一応想定し，議論を単純化するために，兼業所得を

除外した農業経営の価値は，その経営が生み出す純収益=粗収入一(流動費十

減価償却費)の大きさに依存していること，したがって農業経営の目標は純収

益極大にあると仮定する。経営が収益を生み出すという視点からするならば，

経営はそれ自体一個の資本資産を構成しているものと見なすことができ，経営

は収益資産を保有しているということもできるのである。

以上のように経営が収益を生み出す資本で、あると L、う前提にたった場介，そ

れは経営を-つの生産的資産の技術的，経済的に結合された集合体とみなして

いることを意味しているO したがって資産の集合体としての経営の経済効果

は，収益を生みだすということであると考えるならば，経営の価値は収益を':1:.

みだす力としての資本としての価値にほかならないことになるO

また，このような資本として価値還元される農業経営の収益資産は多種多様

な形態で保有されるのが一般的であるO つまり;農業経営が保有する収益資産は

預貯金，積立金，証券などの金融資産あるいは土地，機械，動物，植物など物

的資産の形態で保有さわるが2 都市近郊農家の-l~)にみられるような特殊な経

営を除し、て，経営の収益は物的資産の保有を通して獲得されるものと仮定して

論を進めることにするO

4) 前路「農業近代化投資と農家の負債償還力Jpp. 54参Y.~\o
たとえば，①償還カの基準としての人格 (Character)の計数的但握の方法如
何。 ③収益力の合理的指標の把握③兼業農家のとりあっかし、方法 ④農
業における動産， 不政産の償還財源としての性格 ⑤流通資産(金融資産)
の償還財源としての有効性なと、の点。

め このような考え方は前掲「企業金融の経済学J pp. 23~25 企業の資木資Pt と
その収益についての考え方を参照のこと。
6) 前掲拙稿で指摘しているように (p.63参照〉最近，農家の金融資産の選択行動
における一つの特色として災協の刊し、lti'金不IJ)息を反映してか段協に傾斜した形ノ
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したがっていま，この物的資産を資本と呼ぶならば，経営が生み出す収益は

資本の大きさと資本;の生産力とに依存することになるO 故に農業経営における

価値評価は静態的にはある一定時点，すなわち価値評価時点における保有資産

評価額によって示し得るが，動態的には保有資産がその耐用期間中に生み出す

であろうところの収益の一連の流れの合・計評価額によって示すことができるO

前者の場合その評価が主観的あるいは客観的(市場評価)であれ，経営の価

{位=保有資産評価額として示すことができょう。しかし，後者の場合はそれほ

ど単純ではなし、。経験的にいって，将来にわたって流入するであろうところの

純収益は，期待されるものが確実に稼得される保障はないのであって，現実に

は期待は裏切られることが多く，不確実性の存在を認めざるを得ないのであ

る。したがって，①将来に対して不確実性が存在しない，②資本市場が完全市

場であるとし、う新古典派理論が依拠するこつの仮定のうち，不確実性が存在し

ないという仮定を棄てて不確実性の存在を認めることが，現実的接近を一歩進

めることになると考えられるO

他方，完全市場の仮定にも問題はあるが，分析上の単純化のため，これは似

定として残すことにする。

以上述べてきたように復雑な決定要素に導かれる農家の負債償還力は，単純

化されない限りモデ、ルを設定しがたいとの見地から，農業経営を資本資産(人

的資源を含む)とみなすことを仮定して，その基礎的前提について吟味してき

たところであるO さらに，農業経営の目標，償還力の規定，分析論県上の諸仮

定からして，こ三でとりあっかわれる問題は，当然限定されたものとならざる

を得ないことは注意されねばならなL、。

皿 負債償還力毛デルの設定

(1) 負債償還力と資金調達可能額

われわれは新古典派理論の二つの仮定のうち，不確実性の存在を認めること

としたのであるが，この不確実性の下における異時点の純収益は，一つは時間

割引と危険割引とにより現在価値に還元されることによって詳価される必要が

¥での増大がみられるが，これらの金融資産はかならずしも負債償還力の源泉と
して十分に機能してはし、ない。なぜならば農協組合員間の異質化現象を背景に
して，預金者層と借入者層が分化する傾向が強くなっているからである。
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あろうかと考えられるO したがって，経営は永久に存続すべきものとして考え

利子率をム危険プレミアムをdとして，経営の価値をV，資本還元されるべき

期待純収益の系列を Rr，R2…・・とすると，経営の収益評価による価値Vは，

北海道大学農経論叢

Rr V=一一.一一十 」ニL一一十一 .<¥.3ー +…………(1) 
l+i+d '(1十i十d)2' (1+i+の3

Rr=R2=R3 • つまり，

のように示すことができるO

簡略のため，毎年同じ額の収益がもたらされる，

とすると

V =-::;~r ー十一-EL--2 十 H ・ H ・ =y~一一見 =一 Rr ・・…・(2)
l+i+o '(1+i+d)2' -t:';(l十i十o)t- i+o 

となる。

このVは経営の純収益価値であって，つまり経営展開過程において，将来に

わたり稼得されるであろう純収益の割引現在価値を意味するし，またそれは，

経営がその規模を縮少せずに処分可能な資本額を意味するものであって，農業

経営がその内部および外部から調達した投入資金の回収，返済に振り向け可能

な評価資金源ということができるO したがって，これを農業経営がもっ償還力

として一応看倣すことが可能である。

Vは資本の純収益の現在価値であるから，資本投下に向けられる調達資金の

限界(経営規模に変化をもたらさずに)を意味することになるであろう。つま

り調達資金総額をF (支払利子を含む)とした場合 FがVを上回ることは，

経営の維持を不可能ならしめることになる。したがって VミFなる条件を満た

す範囲内で資金の調達がおこなわれる必要があるであろう O

しかし，農業経営における純収益のすべてが貨幣化されるのではなく，現物

をふくむことになる。しかし償還は金融取引であるからして， 究極的には，

貨幣による決済が必要となるから，純収益は現金ベースに換算される必要があ

る。

さらに， (1)， (2)の肢閉式から単位生産期間における償還力は

Vt =.-----E t =1+汗d

として示すことができるO

したがって，農業経営における追加資金調達許容領は収益力視点、に立つなら

Vtと既存の資金調達額(経営の内， 外を問わず償還力 (Repayment

-38-
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農家の負債償還カモデノレと計測

Capacity)を必要とするもの)と，その資金調達にともなって発生している金

融負担の大きさとの関係によって決定せられることになるO

いま，年間要償還額の大きさをFRとすると

V 与F (3) 

VtミミFI{ (4) 

(3)， (4)式が同時に満足されるような資金調達が望ましいことは，容易に推察さ

れる。

つぎに V孟Fなる基本的関係式を具体的に誘導する場合， 期待純収益をL、

かにして計測するか。また i，oはいかに決定されるかが問題となる O

(2) 利子率および危険負担

周知の如く，前節で設定した負債償還力モデルのなかで、用いられている利子

率は一定であると仮定して議論をすすめてきた。そもそも，経営における資金

調達は，円己資金と他人資金とに大別できるO 仮に自己資金利用に対する利子

は一定と看倣し得ても，他人資金の利用については，その支払い利子率を他人

資金調達量に無関係に一定と仮定することは現実との聞に一定の議離を認めざ

るを得なし、。

つまり，農家の支払い利子率は借入量の大きさに依存して変化するというこ

とができる。

支払利手率(9'o)

10 

q 

8 

7 

d 
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4 

3 

2 

f 

。
50 

図 i

戸

r--' 

戸ー」
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F・---'

100 150 200 250 300 350 400 

借入金額と利手率の対応
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図1のごとく，借入量が増大するにつれて，イ借昔入者の支払い利子率は上封弁.，

ることになり，支払利子率と借入量との間には明確な対応関係が見出される。

したがって，利子率の変化を仮定した分析が考えられるが，ここでは単純化

のために，利子率一定を仮定して分析を進める。その場合いかなる利子率を採

川するかについて付記すると，農業経営の資金調達において，他人資金への依

頼度が高し、という事情と，農家の実負担を反映するということから，利子率に

は農家の借入金利子率(単一でなく，加重平均利子率〉を採用した。

さらに，利子率一定が仮定されると利子率に変動がないということから，危

険負担8k収益変動に依拠することになるであろう O したがってこの場合収益
の算出において， リスクを見込むということも考えられるが，ここでは，収益

の変動(なかんずし下方変動〉による金融負担増を利子率に還元すると L、う

方向で、危険負担を考慮に入れることとした。

(3) 純収益について

いま一つ重要なことは，し、かにして妥当な期待純収益を計測するかというこ

とである，期待純収益は，かならずしも唯一の方法によってのみ得られるので

はなし、。ここでは生産関数計測と，帰属分配的方法にもとづく方法について述

べることとするO

① 生産関数計測による方法

すで、に述べたように，期待純収益E(R)=現金収入一(現金流動費+減価償却

費)であるが，ここでは生産関数のパラメータ推定を通して計測することにす

るO

P=bx:x:x;・U

但し P:農業粗収入

Xj:作付回積

X2:投下労働時IHJ

X3:投下資本額

α，s，r:推定されるパラメータ
の生産関数の計測によって得られたノミラメータを利用して期待純収益を得る。

7) 危険プレミアムは期待純収益の変動に依存するとみることができ，その大きさ
は期待純収益の変動係数に依存するとみることができる。
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農家の負債償還力モデノレと計測

上式をそれぞれ X1，XZ， Xaで偏徴分すると，。P P 
-一一=… -
ρXl Xl 

。p ハ P

ilXz
一一戸・ Xz 

。P P 
aXa =j'・X:1

のとおりで，土地，労働，資本の限界生産力が得られるが，この限界生産力に

土地，労働，資本財額を乗ずると，それぞれの期待粗収益が得られるO

しかしこのようにして求められたものは，現金化されない部分をも含むわ

けであるから，これを現金ベースにおきかえる必要があり，純収益化されなけ

ればならなし、。

そこで，それぞれの期待粗収益を E(P1)，E(Pz)， E(Pa)とすると，。P
E(Pl)=一・ X1θX1 

ap 
E(Pz)= :l"V・ Xz

iJXz 
ap 

E(P:l)= 。X3
E(R)=A{E(PI〉十ECPz)+E(Pρ}一(ω+;〉

と表わすことができるO

但し X1:平均作付面積

X2:平均労働時間

X3:平均資本額

ω:労賃評価額(支払労賃+家族労賃評価額)

;:減価償却額+流動物財費

A 現金化率

したがって，経営の資金調達総額は既存の負債およびn己資金調達額を含め
て，次の関係式が成立するO

A f ECPl) + ECP.) + ECPa) ~一 (ω十:) 
v=-' ご

F 且L一三三F...・H ・..凶

いま Fが{fIー入のみによって構成されるものとし，既存の負債をFkとすれば
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v重Fk
の関係によって追加借入が償還可能範囲にあるかないかが判断できることにな

るO

しかし，これはあくまでも総計的な償還力と併入を合む調達資金総額との関

係を示したものであって，いわゆる年賦償還力を意味するものではなし、。まさ

に経営における総合償還力を意味するものであるO

したがって年賦償還力ということになれば以上の展開式から

A，(E(P¥)十E(P2)+E(P川一 (ω+ご〉
Vt=-'一一一一一一一一一一一一二一一一一…但)l+i+占

と示すことができる。

よって V，Vtはそれぞれ純収益によって償還可能な調達資金の限度および

年賦償還可能な限界を示すことになるO

② 帰属分配的方法

ここでは，経営における生産要素に対して経営の成果を一定の基準に従って

分配するという，擬制計算を行なうことによって経営の純収益を算出するとい

うことであるO これを数式によって表示すると，

RV=GR一(Cf+Cl)

但し，

Rv:労働以外の生産要素に帰属すべき純収益

GR:粗収益

Cf:流動物財費+減価償却額

Cl:雇用労賃+自家労働の評価額

(男女別農業労賃×男女別労働日数)

以上のように大担な前提の上にたって，一応不十分ながらも凶，(司式を基礎

に，農業経営における総合償還力ならびに/1ミ賦償還カモデ、ルの設定を終えたこ

とになるが，具体的計測については手持資料の制約もあってかなり限定された

ものにならざるをえないようであるO

8) ここでの純収益，粗収益， Jifi用労賃，自家労働型などのとりあっかいはすべて
現金ベースである。

- 42-



農家の負債償還カモデノレと計測

町 宅デルの適用とその問題点

以上述べてきたように，モデル設定のための負債償還カの概念に対する予備

it''1，基礎的検討を通じて，負憤償還力を総令償還力と年賦償還力とに灰別し，

それぞれについて 凶，(B)式の形でモデルが設定されたのであるが，つぎにモ

デ、ルの検証のため具体的計測を進めるO

まずわれわれがおこなった実態調査資料を基礎に計測分析を試みたのである

が，サンプル上ーの制約から経'芦形態別の生産関数はかならずしも設定されたモ

デソLに適用するのに望ましい形の計測結果が得られなかった。したがって件産

関数計測を通しての期待純収益を推定することはできなかったのである。

そこで，帰属分配論的な視点にたって期待純収益を実態調査資料によるサン

プル平均値と看倣すことにした。また，利子三容は当該地域における調査対象農

家の加重平均支払利子率を充当することとした。その結果は，表1に示すとお

りであるが，畑作経営が9.06%でもっともi奇心主音酪農経営が7.92%でもっ

表l 農家の加重平均支払利子本

経営形態!加重平均支払利子率

稲作経営 8.88;，0'

畑作経営 9.06

j主主酪農経削 7.92 

(注)調査資料より計算

とも低し、。その中間に稲作が位置して

し、るが，畑作経営と稲作経営の差異は

0.18%の僅少値であるO いずれにして

も，負債の重圧感にもっとも悩んでい

るとおもわれる酪農経営が他の稲作，

畑作経営に比較して支払利子率が低い

のは，長期低利の制度金融のウエイト

が酪農地帯において高いためであるO その点構造改善事業にしても畑作経営地

帯は相対的におくれている反面，低利の制度資金の導入がそれだけ低調である

ことのために三つの経営形態のなかでは加重平均支払利子率が逆に高いように

見受けられるO しかし，畑作地帯でも地反により，個人によってかなり格差が

あることは否定できなし、。

つぎに危険プレミアム dは，純収益の変動係数と利干ネとの相乗:rtfとして椛

定する方法をとった。その意味では設定された用論的モデ、ルの検証という点で

不十分さをまぬがれないが，実態調査資料上の制約から止むをえないことであ

ったO

L 、ずれにしろ以上の制約の下で、大胆な算出を試みた結果は，次の表2fこ示す

とおりである。

ーのー
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表2 経営形態思IJ負債償還力の計測結果 (単位千円〉

一、項目Iw-lh-ttR'h::b.1o:.tirlT1* I t0. b... /r!"? '.5 -h I 
経営形態'il1J¥、|平均期待純収益|総合償還力|年賦償還力

稲作経営 1，8251 15，3171 1，631 

畑作経営 9561 悩 1I 836 

M 帥経営 5641 刊 71 504 

ただし，この計測結果はあくまでも北海道の一定の地域(水田=上川，畑作

=十勝，主畜酪農=鎖1¥路〕を対象としたものである点に留意する必要がある。

しかも北海道におし、て代表的な三つの経営形態別に計測を試みた県由は，最

近の農業情勢の変化をふまえて考えると，それぞれの地帯ないし経営形態によ

ってかなり負債構造も一兵っているしまた生産力や所得水準にも絡差がみられ

るからである。もちろん，同ーの経常形態でも農家個々によって，それぞれち

がった負債償還力を示すことは舟明である。

計測結果によれば，各経営形態間にかなり大きな開きがあることがわかるO

平均期待純収益においては，稲作:畑作:酪農の問に略々 3:2:1に近い関係が

みられる。この点，個別的調査対象農家の純収益を概観すると，稲作経営では

最低の70万円位から最高280万円，畑作経営では，最低22万円位から160万円，

また主高酪農経営では最低30万円位から最高 120万円位の範囲内にあるO この

点から考えても酪農経営の場合，平均期待純収益がもっとも低くならざるをえ

ない事情がある。かくてそれぞれの経営が生み出す平均期待純収益を基礎とし

て償還カが形成されることになるが，経営形態別償還力の聞にも，平均期待純

収益と略々同様の関係が成立している。

すなわち，稲作経営における総合償還力は15，317千円であるのに対し，畑作

経営では6，661千円でその半分以下であり，酪農経営では4，747千円としづ低水

準であるO さらに年賦償還力についてみると，稲作経営の 1，631千円に対し酪

農経営では504千円という低位にあるO

このことは，酪農経営に対する稲作経常の相対的有利性を如実に示すもので

あり，調査結果にもとづく負債の実態から考えると，現在の両者農経併ではその

償還力に比して過剰j負債に追い込まれていることを物語っている。すなわち，

実態調査の対象となった附農家の負債額は，前掲拙稿の第6表 (p.55)による

と，年度末平均伐高で5，657千円で総合償還カの4，747千円を上向っている。し
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かも，昭和44年度の借入金返済額は平均759千円で，これも午今賦償還力の504千

円を25万円も上回っているのであるO

他方，稲作および畑作経併においては，いずれも実際の負債額が負債償還力

をド同っているのでそれほど問題にならないしまだ償還力に比して負債余力

をもっているといえよう。しかし，このような償還余力ないし負債余力がある

からもっと負債を増加しても良いということにはならなし、。現在でも結構負債

の責圧感を感じているのが稲作および畑作経営農家の実態だからであるO

いずれにしろ，これまで試みてきた農業経営における負債償還力推定モデル

の設定とその適用は，第一次的な接近の域を出るものではなL、。その煎由は

① サンフ。ル上の制約から，モデルの検証が必要にして十分にはおこなわれ

ていないことO

⑨ 経営規模不変，すなわち，期待純収益一定としづ仮定からくるモデルの

静態的性格は，その適用範囲を限定すること。

@ 総合的期待純収益の推定上の問題，たとえば，経符全体として純収益を

とらえる場合生産関数計測を通して推定する方法が考えられるが，基本的

には予想価格と予想生産量にもとづいて考慮されなければならないのでは

ないかという点。

④ 危険プレミアムの推定上の問題

⑤ 投資決定の理論を陽表的にモデルの枠組みにとり入れる必要があるこ

とO

@ 現実には，経営費中に占める円家労賃で家計費をまかない得ない農家が

あるが，暗黙裡にここでは門家労賃で家計費を充分にまかない得るとの前

提にたっていることなど検討されるべき多くの問題点を残しているからで

あるO

したがって，これら諸問題の検討を通じてより合環的な論拠にもとずく

動態的モデルの設定が今後の索要課題として指摘できるであろう。

V むすび

そもそも農家の負債償還力という概念は，非常に複雑な性格をもっゆえに一

義的な規定を下すことが困難であるO それにもかかわらず小論では，あえてそ

れに挑戦する意味で推定モデルの設定と計測にとりくんできたが，その点では
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残された課題も多し、。

しかし，日本の農業が国際競争力をつけることを至上命令として今後の農業

近代化投資が要求されて行くかぎり，現行金融制度の下でますます農家は負債

の重圧!惑を増さざるをえないであろう O その貫圧感を緩和し，農業金融が買に

投民のための金融として機能するためには，従前に欠けていた資金訊:要サイド

からの余融休系，すなわち経営体としての総合mz主主力を前提として農家が無}JI[
をしないでも返済できるような体系に改善されなければならないのである。そ

のような観点にたって農業金融問題をふり返った場合，信用の 3C基準， 3 R 

基準という考え方の根底には，援信者的志向が強く貫かれているように感じら

れるのであるO したがって，受信者的視点にたった農業金融体系の確立にとっ

て，いま一度受信力と表哀をなす負債償還カの本質が明らかにされる必要を痛

感する次第であるO

ここでは，農家の負債償還力の推定モデルを設定するにあたって，農家を生

産単位としての経営体として把握し， しかもその経営体は収益を生み出す資本

に還元できるものとしての前提にたって純収益視点を貫徹させてきた。

その点では償還刀形成に対する流通資産ーなどの役割が過少評価されるという

欠陥をもっているかもしれなL、。

L 、ずれにしろ，農業経営が発展的に維持されるための資金調達と運用のメカ

ニズムから考えた場合，純収益を基礎にした償還カのとらえ方のほうがより合

理的であると判断されるのであるO

これからの新しい金融方式のーっとして，農場抵当信用制度などが提唱され

ている昨今，わが国の金融体系も漸次改善をはかられてゆくであろうが，とか

く制度金融などにみられるように，全国画一的な従来の融資方式を，もっと地

域ないし経営の特性に焦点を合せたものに改善される必要のあることは，経営

形態別な負債償還力の格差の存在からも指摘されるところであるO

(木論文は「昭和45年度北海道科学研究費補助金」の交付によって実施した

研究を基礎に加筆してとりまとめたものであるo ) 
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